
第5回 非財務情報の開示指針研究会
事務局資料

2021年11月

経済産業省 経済産業政策局

産業資金課・企業会計室

資料3



1

本研究会の全体像
回数 アジェンダ

第１回
（6月10日）

開示指針の世界的な動向把握

 IFRS財団による国際的なサステナビリティ基準のための審議会の設置に関連する定款改定案の概要

 EU非財務情報指令改定の概要

 非財務に関する基準設定主体の動向

 非財務基準設定主体の連携とValue Reporting Foundation (VRF)

 CDPを通して見る非財務情報開示の国際動向

第２回
（7月16日）

開示指針の分析

 第1回研究会以降の動向

 第1回研究会の議論を受けて

 「企業価値に関する報告 - 気候関連の財務報告基準のプロトタイプの例示」の検討

第３回
（9月1日）

開示事例を踏まえた人的資本開示に関する検討

 第2回研究会以降の動向

 第2回研究会の議論について

 人的資本開示に関する課題検討

第４回
（10月4日）

気候関連の財務報告基準のプロトタイプを踏まえた開示のあり方に関する検討

 第2回の議論を踏まえた、気候関連の財務報告基準のプロトタイプを踏まえた開示のあり方に関する検討

 IFRS実務記述書「経営者による説明」の改訂案概要

 中間報告の骨子（イメージ）

第５回
（本日）

中間報告書についての議論

 これまでの議論を踏まえた非財務情報の開示のあり方について

※第６回以降も、非財務情報の開示指針に関する世界的な動向を踏まえて、継続的に研究会を開催する。

※上記の他、議題に応じて国内外の有識者からの発表なども状況に応じて実施。
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第4回研究会（10/4）以降の動向（1/2）

 第4回の研究会以降における、非財務情報の開示に関連する主要な動向は以下の通り。

日付 トピック

10/4 EFRAG、非財務リスクと機会の報告とビジネスモデルとの関連性に関する報告書を発行
https://efrag.org/News/Project-533/Insights-on-Reporting-the-Business-Model-Sustainability-Risks-and-
Opportunities-?AspxAutoDetectCookieSupport=1

10/5 PRI、CDP、AIGCC、金融庁長官にTCFD開示、気候インパクトの開示義務化の義務化を求める書簡を提出。

10/5 GRI、人権等のデューデリジェンス開示を強化したGRIスタンダード101～103の改訂版を公表。2023年1月発効。
https://www.globalreporting.org/about-gri/news-center/gri-raises-the-global-bar-for-due-diligence-and-human-
rights-reporting/

10/7 IFRS財団、Technical Readiness Working Groupでの議論を解説したWebcastを配信
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/10/technical-readiness-working-group-purpose-and-progress/

10/8 FRC、2022年度タクソノミ－スイートを公表
https://www.frc.org.uk/news/october-2021/2022-frc-taxonomies-suite

10/13 FRC、欧州単一電子フォーマット（ESEF）等に対応するための、構造化された報告に関する初期調査資料を公表
https://www.frc.org.uk/news/october-2021/lab-report-get-ready-for-structured-digital-report

10/14 TCFD、TCFD最終報告書の別冊である補足ガイダンスの改訂版、指標・目標・移行計画ガイダンス、及びステータスレポート2021を公表
https://www.fsb-tcfd.org/publications/

10/19 財務会計基準機構（FASF）、定款を改訂し、財務会計基準機構の目的（第3条）、及び事業（第4条）にサステナビリティ報告基準に
関する事項を追加（※10/28公表）
https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/news release 20211028.pdf

10/25 VRF、ボードメンバーに5名を新たに選任した旨を公表
https://www.valuereportingfoundation.org/news/international-experts-join-the-value-reporting-foundation-board-
of-directors/

10/28 金融庁、金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」（第３回）を開催
https://www.fsa.go.jp/singi/singi kinyu/disclose wg/siryou/20211029.html
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第4回研究会（10/4）以降の動向（2/2）

 第4回の研究会以降における、非財務情報の開示に関連する主要な動向は以下の通り。

日付 トピック

10/28 FRC、TCFDに基づく開示に関連し、以下の3つの資料を公表
• 2020年度の戦略報告書におけるTCFD開示状況サマリー
• TCFDの制度開示における好事例集
• シナリオ分析に関する現行実務・開示の分析資料
https://www.frc.org.uk/news/october-2021/preparing-for-mandatory-tcfd-reporting,-including

11/3 IFRS財団、COP26の ‘A Financial System for Net Zero’ において、以下を表明
• ISSB（国際サステナビリティ審議会）の設立
• 2022年6月を目途とした、CDSB、VRFとの統合
• Technical Readiness Working Groupの成果物としての、サステナビリティ関連財務情報開示のプロトタイプ（全般的な要求事項）、

気候関連開示プロトタイプの公表
また、同時にISSBに関する事項を含む修正後の定款及び定款修正案に寄せられたコメントに対するフィードバック文書を公表
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2021/11/ifrs-foundation-to-provide-updates-on-proposed-issb-at-
cop26/

11/3 IOSCO、COP26でのIFRS財団によるISSB設立を歓迎する声明を公表
https://www.iosco.org/news/pdf/IOSCONEWS625.pd
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IFRS財団のサステナビリティ開示に関する表明

 IFRS財団は11月3日、COP26において、国際サステナビリティ審議会（ISSB）の設立を含む、
サステナビリティ開示に関連する3つの重要な進捗を報告

 その上で、ISSBの拠点をフランクフルトを中心としてグローバルに設置する旨を公表。

3つの重要な進捗

1. 国際サステナビリティ審議会（ISSB：International Sustainability Standards Board）の組成

2. IFRS財団・CDSB・VRFが2022年6月までに組織統合を実施

3. Technical Readiness Working Groupで検討を進めてきた、気候関連開示プロトタイプ及びサステナビリティ関連財務情報

の全般的な開示プロトタイプの公表

（※ Technical Readiness Working Groupの取組に関する概要資料も公表されている）

ISSBの拠点展開（Global Footprint)

マルチロケーション（アメリカ、アジア・オセアニア、EMEA（欧州・中東・アフリカ）の全地域）のカバーを想定

• 審議会をフランクフルトに、審議会を支える機能拠点をモントリオールに設置（2022年早期より稼働を予定）

• サンフランシスコ（VRFとの連携）、ロンドンにもオフィスを設置

• アジア・オセアニア地域の拠点は、北京・東京からの提案を受けて引き続き検討
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IFRS財団の定款修正案に対するフィードバック文書

 IFRS財団は11月3日、COP26における表明とあわせて、ISSBに関する修正内容を反映した定
款、及び本年4月に公表した定款の修正案に寄せられたコメントに対するフィードバック文書を公表

 コメントを受け、IASBとISSBの協働の明記、決議要件（IASBと同等にする）、“At Large”枠
の人選バランス等に関する項目が修正案から変更されている。

論点 関連するコメント 定款修正案からの変更

ISSBとIASBの協働 • （IASB・ISSBの目的を別掲している定款修正案について）

2つの審議会が独立して機能する印象を持たれる

• 定款修正案では、IASBとISSB、ないしそれぞれが設定する

基準の協働についての記載が十分でない。

• 目的の記載を別掲せず、両審議会の活動を通じて達成する

形式に変更（2(a))

• IFRS評議員会の職務に、両審議会が効果的に能しているか

の評価を追加（16(d))

• IASB、ISSBのそれぞれに対する要求事項として、不整合や

コンフリクトのない接合性のある基準を設定することを追記

（37(i)、58(i)）

ISSBの人数 （明示的なコメントはなし） • 少なくとも8人以上とする旨を追記（44）

地域間バランス • “At Large”枠の説明に「全体的な地域間バランスの維持」を

含めない結果、地域間バランスが達成されない懸念がある

• “At Large”枠の説明に“全体としての地理的不均衡を起こさ

ない前提の下”を追記（46(e)）

決議要件 • 多数決による決議要件は適切でない（ISSBの基準がIASB

の基準と比較して信頼性に劣ると考えられる懸念がある）

• 公開草案又はIFRSサステナビリティ基準書の公表決議要件

をIASBと同等に変更（8名（総員13名以下の場合）又は

9名（総員14名の場合）の承認）

• ただし、暫定措置として、ISSBのメンバーが12人以下の場合

には、過半数＋1名による承認とする（55）

定款修正案からの主要な変更箇所


